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 The study is aimed to management for residential districts on today’s population decreasing society. This 
present file shows the formation of landuse and the factor in districts of houses for coalminers after coal 
mine bankruptcy from the view of topographical condition, traffic condition, municipal strategies and 
etc.. As a result, about 40% of landuse remains houses for coalminers and 26% of this was changed and 
kept vacant parcels in a long time. Cases of regeneration such as new residential areas, industrial parks 
and so on are a few. 
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れる昭和 22 年もしくは昭和 23 年の空中写真から，当
時の炭住が確認できる場所を 32箇所抽出した。その後，
合理化が進んだ昭和 38 年もしくは昭和 35 年，閉山が




















あった主な炭鉱を 8 箇所抽出 2)し，大正元年から昭和









昭和 43 年から平成 10 年の炭住数の推移 3)を図 2 に
表す。昭和 43 年は炭住数が 5,705 戸である。その後昭
和 52 年には 3,747 戸となり約 3 割の炭住が滅失した。
その後は緩やかに炭住が減り続け，平成 10 年には炭住
数が 2,134 戸となったが，集計を始めた昭和 43 年の炭
の市町村別にみると，旧飯塚市の炭住数が圧倒的に多




筑穂町は昭和 43 年から昭和 52 年にかけて炭住が約 2
図 2 飯塚市の炭住数の推移 
表 2 飯塚市の主な炭鉱の出炭量注 1)と閉山時期 
 大正元年 昭和元年 昭和10年 最高出炭量 昭和30年 昭和36年 昭和48年 閉山時期
日鉄二瀬 476,772 948,526 1,020,342 1,089,679 580,800 378,100 昭和38年
三菱鯰田 456,212 606,150 731,528 804,747 278,100 232,300 22,800 昭和41年
三菱飯塚 594,600 695,108 187,688 35,300 昭和40年
麻生上三緒 267,593 280,030 172,066 483,800 216,600 昭和40年
住友忠隈 414,212 424,516 439,130 477,542 164,900 35,750 昭和41年
麻生網分 284,031 451,782 455,428 162,100 -
日鉄嘉穂 311,379 400,972 302,754 329,200 39,600 昭和45年
麻生芳雄 681,815 89,700 昭和44年
（単位　ｔ）
出典：飯塚市誌（一部加筆）











旧飯塚市 72.34 78,307 1082.5 37,764 25.7%
筑穂町 74.3 10,318 138.9 11,509 30.5%
穂波町 25.18 25,634 1018.0 4,411 27.3%
庄内町 25.49 10,472 410.8 4,713 27.6%
頴田町 16.56 5,816 351.2 2,737 33.1%
出典：頴田町史/面積　　飯塚市/世帯数・高齢化率
図 1 飯塚市の主な炭鉱の出炭量注 1) 
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割まで減り，この期間に大規模な炭住処理がなされた
と予想される。 































地区で昭和 22 年・23 年をピークに年々減少傾向にあ
る。しかし，中には昭和 23 年から平成 6 年まで 9 割以
上の鉱員住宅が残存しているところもある。職員住宅
は，11 箇所中，昭和 20 年代に確認できた所が 9 箇所，





































旧 飯 塚 市 15 746 1,112 - 342 30,907 7%
筑 穂 町 46 131 - 38 - 3,371 6%
穂 波 町 180 182 40 - 64 9,306 5%
庄 内 町 59 222 - - - 4,355 6%
頴 田 町 105 104 196 - - 2,491 16%
8%平均公営住宅率出典：福岡県住宅管理課
表 3 飯塚市の公営住宅数と世帯数（平成 8年） 
鉱員 職員 種類 割合
鯰田炭坑 42% 0% 更地 58% 0.1～0.6 0.8～1.5 6
飯塚炭坑 7% 4% 大規模施設 71% 1.0～1.6 1.2～1.9 9.5
住友忠隈炭坑 0% 13% 再分譲住宅地 72% 0.4～0.9 0.2～0.7 9.5
忠隈炭坑 29% 12% 更地 52% 0.05～0.5 0.5～1.0 12
芳雄炭坑 16% 1% 更地 57% 0.1～0.5 1.9～3.4 13
上三緒炭坑 15% 4% 更地 58% 0.8～2.2 0.4～1.6 4.5
日鉄大分坑 3% 3% 更地 71% 1.3～2.3 0.7～1.7 8.5
高雄炭鉱 24% 26% 職員住宅 26% 0.05～0.3 2.6～2.8 6.3
牟田炭鉱 0% 1% 自然に建替 35% 0.6～1.3 2.0～2.7 8.3
古河 目尾炭坑 0% 0% 更地 58% 1.2 1.8 5
















































成 7 年時点の炭住の残存状況は，鉱員住宅が約 15％，
職員住宅が 1～4％である。炭住の減り方は，昭和 22



















和 41 年である。出炭量は約 44 万トンで，旧飯塚市内
で三番目に出炭量が多かった。住友石炭鉱業の炭住処
理方法は，多くは除却，土地分譲，一部賃貸として運








 図 4 企業別炭住地区の用途推移 
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距離が 1.8 ㎞～2.8 ㎞と遠く，大手企業と比較すると
交通不便である。用地の活用法は，明治炭鉱を除いて
ほとんどで更地の割合の増加がみられるが，牟田炭鉱
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衛隊住宅が 40 戸建設された 6)実績があるが，現在は払














































宅計画・政策論的研究（その 1）」, pp.1-13, 住宅
建築研究所報告 1985 
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